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税務・会計業務対策講座

T・MACKS税理士法人
代表社員　菅原 初義

グループ法人税制に
ご注意！

後 編

親会社Ａと子会社Ｂとは個人株主ａによ
る完全支配関係にあり、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社
は完全支配法人グループに該当します。
しかし、Ｂ社が行う現物分配の株主には
個人ａが含まれるため、「適格現物分配」
には該当せず、譲渡損益を計上する必要
があります。

親会社Ａと個人株主ａに対し、
Ｃ社株式を現物分配した。
親会社Ａと個人株主ａに対し、
Ｃ社株式を現物分配した。

【適格現物分配にならないケース】
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　このように、適格現物分配に該当すれば、時価と簿価との差額である譲渡差益600を
発生させずに資産を移転することができます。

【注意事項①】
【完全支配関係があるだけでは適格現物分配とならない場合があるので注意！】
　適格現物分配は、完全支配関係がある「内国法人間」での取引に限られています。この
ため、完全支配関係がある法人からの現物分配であったとしても、現物分配を受ける株主
の中に個人株主や外国法人が含まれている場合には、適格現物分配とはならない点に注
意が必要です。

まとめ

【注意事項②】
　適格現物分配により移転した資産に
含み益がある場合に、当該資産を受け
入れた法人が繰越欠損金を有している
と、当該資産の譲渡等によりその含み
益が実現したとき（譲渡益が計上された
とき）にその繰越欠損金と相殺され、結
果的に税金を減らす効果が生じることが
あります。
　このように、適格現物分配が恣意的に
行われることを防止するため、支配関係が
生じてから5年以内など一定の期間内に
適格現物分配が行われた場合には、当
該資産を受け入れた法人において、適格
現物分配が行われた日の属する事業年
度以降、支配関係が生じた日の属する事
業年度の前事業年度以前に生じた繰越
欠損金を切り捨てる（繰越欠損金の控除
ができなくなる）等の制限措置が設けられ
ています。
　なお、移転した資産に含み損がある場
合には、この制限はありません。

　グループ法人税制は、選択適用ではな
く強制適用されるものですので、この適用
があることに気付かず、通常の処理だけ
を行い、申告調整を行っていない場合に
は、後で修正を行う必要が生じることとなり
ます。このため、まずはグループ法人税制
の対象となる完全支配関係の有無を確
認することが必要となります。
　また、グループ法人税制適用後の事業
年度において、譲渡損益対象資産を譲
渡した法人が譲渡損益を繰り延べている
場合など、完全支配法人グループ内にお
いて譲渡や移転した資産に関する情報を
グループ内において完全に共有しておか
ないと、収益または損失の計上漏れが発
生し、その結果、予想外の法人税等の追
徴税額が生じて、更にはそれに伴うペナル
ティが課されることにもつながる可能性が
あります。
　以上のことから、完全支配法人グルー
プ間での取引には十分な検討を要し、ま
た取引を行った後にも注意が必要です。

（注１）「適格現物分配」は、剰余金の配当として行われ、また解散による残余財産の分配などにおいて

もみなし配当（※）に該当する場合もあります。しかしながら、適格現物分配は組織再編の一環とし
て取り扱われることから、所得税法に規定する「配当等」からは除かれているため、源泉徴収は
不要となり、「受取配当等の益金不算入」の規定も適用されません。

（注２）通常の資産の譲渡の場合、譲渡直前の簿価が1,000万円に満たない資産は「完全支配法人グ
ループ間の資産の譲渡損益の繰延べ」（譲渡直前の資産の簿価が1,000万円以上の資産を、
完全支配法人グループ内で譲渡した場合の譲渡損益の繰延べ）の規定は適用されないため、
譲渡損益を認識する必要がありますが、適格現物分配による資産の移転の場合には、資産の
簿価が1,000万円未満であったとしても簿価による譲渡として取り扱うため、譲渡損益は認識せ
ずに資産を移転することになります。

（※）みなし配当とは
　法人の株主等が、減資等による資本の払戻しや、解散時における残余財産の分配など
の一定の要因により、その法人より金銭や固定資産等の交付を受けた場合、その取引自体
は一般的な「利益の配当」には該当しないものの、税務上は利益の払戻しとして取り扱わ
れる部分があります。
　このように取り扱われる部分を税務上は剰余金の配当と同じものとしてみなして取り扱う
ことから、「みなし配当」といいます。

みなし配当  ＝  分配金額1,600  －  資本金等の金額1,000  ＝  600

（例）残余財産の分配
会社を解散・清算し、残余財産である1,600を現預金で分配した。

現預金
1,600

利益積立金
600

資本金
1,000

利益の払戻し部分  ＝  みなし配当

資本の払戻し部分

【事例①  剰余金の配当】
　子会社から親会社への配当を、現金で
はなく、子会社が保有する土地で行った。

　現物分配は、原則として、移転時の価
額（時価）で譲渡したものとして取り扱い
ます。このため、現物分配を行った法人
は、当該資産の譲渡損益を計上し、時価
相当額で配当を行ったことになります。
　また、当該資産を受け入れた法人は、
当該時価相当額で配当を受けたことに
なります。
　なお、現物分配は、所得税法に規定す
る「配当等」に該当するため、通常の株
式配当等と同じく、20.42％の源泉徴収
が行われます。また、「受取配当等の益
金不算入」の規定が適用されます。

（ⅱ）適格現物分配
　前述の現物分配のうち、完全支配法人
グループ内（内国法人間に限ります。）で
行われるものを「適格現物分配」と言いま
す。当該法人グループ内において適格現
物分配が行われた場合、組織再編の一
環として、当該適格現物分配資産は当該
分配直前の簿価で譲渡したものとみなさ
れますので、譲渡損益は発生しません。
　また当該資産を受け入れた法人におい
ても、その適格現物分配で受けた配当は益
金の額に算入しないこととなります。

4.対象となる取引とは？

（4）現物分配

　完全支配関係にある法人グループ内に
おいて適用されるグループ法人税制の対
象となる取引のうち、前々号及び前号にお
いては、資産の譲渡や寄附金など、一般
的に行われる取引について説明しました。
　今回は、組織再編の一環として「現物
分配」を行う場合、グループ法人税制がど
のように影響し、どのような点に注意すべ
きかを説明します。

（ⅰ）現物分配
　現物分配とは、①剰余金の配当、又は
②減資による資本の払戻しや解散による
残余財産の分配などを事由として、株主
に、金銭以外の資産、すなわち固定資産
や株式などを交付することをいいます。こ
の現物分配は組織再編（法人の合併・分
割、孫会社の子会社化など）にも使われま
す。

【事例②  孫会社の子会社化】
　100％子会社であるB社から親会社
Aに対して行う剰余金の配当を、B社
が保有しているC社（孫会社）株式で
行った。

　A社が間接的に支配していたC社
（孫会社）は、この現物分配によりA社
がＣ社の株式を100％取得したことにな
るため、Ａ社が直接支配する子会社とな
ります。
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